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事業計画図 旭・板屋地区第一種市街地再開発事業
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旭・板屋地区第一種市街地再開発事業  事業計画 

□位置 浜松市中区旭町、板屋町地内

□地区面積 全体地区面積： 2.09 ha

Ａ地区 （A-1、A-2 地区） Ｂ地区 Ｃ地区

1.02 ha （0.2ha、0.82ha） 0.61 ha 0.46 ha 

□施行者 

Ａ地区 （A-1、A-2 地区） Ｂ地区 Ｃ地区

旭・板屋 A-1 地区第一種市街地

再開発事業個人施行者（予定）

旭・板屋Ｂ地区

第一種市街地再開発組合

旭・板屋Ｃ地区

第一種市街地再開発組合

旭・板屋 A-2 地区第一種市街地

再開発組合（予定）

□権利者数 

従前 Ａ地区（A-1、A-2 地区） Ｂ地区 Ｃ地区

土地所有者 11 （3 、 8） 2 1 

借 地 権 者 2 （0 、 2） 5 10 

□施設建築物の概要 

全体
Ａ地区 Ｂ地区

Ｃ地区
Ａ－１地区 Ａ－２地区 Ｂ‐１ Ｂ‐２

敷 地 面 積 約 11,430 ㎡ 約 1,130 ㎡ 約 3,570 ㎡ 3,506 ㎡ 463 ㎡ 2,761 ㎡ 

建 築 面 積 約 6,980 ㎡ 約 650 ㎡ 約 2,100 ㎡ 2,082 ㎡ 283 ㎡ 1,874 ㎡ 

延 床 面 積 約 125,600 ㎡ 約 9,500 ㎡ 約 41,800 ㎡ 43,300 ㎡ 3,149 ㎡ 27,929 ㎡ 

建 ぺ い 率 61％ 57％ 61％ 59％ 61％ 68％ 

容 積 率 742％ 742％ 749％ 749％ 572％ 750％ 

構 造  RC造 RC造 SRC造、
RC造一部 S造

SRC造
一部 RC造

RC造一部 S造

規 模 地上 17階 地上 30階 地上 34階 地上 14階 地上 32階

用 途 住宅（約 610戸）

ホテル

業務施設

高齢者施設

店舗

駐車場（約 720台）

ホテル

高齢者施設

業務施設

店舗

駐車場（約50台）

住宅（約 210戸）

業務施設

店舗

駐車場（約230台）

住宅（210戸）

店舗

駐車場（214台）

ホテル（155室）

駐車場（30台）

住宅（194戸）

店舗

ホテル（60室）

駐車場（200台）

□総事業費 約 390億円

□資金計画 （単位：百万円）

収 入 支 出 

項 目 金 額 項 目 金 額 

市街地再開発事業補助金 13,850  調査設計計画費 2,499  

保留床処分金 13,343  土地整備費 706  

その他（負担金） 12,579  補償費 3,313  

工事費 32,003  

事務費 1,251  

39,772  39,772  
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事業の経緯及び今後のスケジュール 

昭和 55 年～平成 2年 街区ごとに再開発推進協議会が設立される。 

平成 3 年 10 月 2 日 各協議会が一本化され、準備組合が設立される。 

平成 5 年 1 月 8 日 都市計画決定の告示 

平成 12 年 3 月 10 日 事業再評価（第 1回） ［審査結果： 継続］ 

  8 月 28 日 与党 3党による公共事業の中止勧告 

  9 月 25 日 事業再評価（第 2回） ［審査結果： 継続］ 

平成 13 年 11 月 1 日 都市計画決定変更の告示（第 1回） ［地区の 3分割］ 

平成 15 年 6 月 27 日 都市計画決定変更の告示（第 2回） ［B 地区の施設建築物（1 棟→2棟）］ 

平成 17 年 3 月 16 日 都市計画決定変更の告示（第 3回） ［B-2 棟の用途変更（住宅→ホテル）］ 

平成 18 年 1 月 10 日 事業再評価（第 3回） ［審査結果： 継続］ 

平成 22 年 11 月 19 日 事業再評価（第 4回） ［審査結果： 継続］ 

平成 27 年度        都市計画決定変更（予定） 

▽Ａ 地 区 ◇Ｂ 地 区 ○Ｃ 地 区 

平成 14 年 2 月 25 日  ◇再開発組合設立認可 

平成 15 年 2 月 24 日   ○再開発組合設立認可 

平成 16 年 1 月 28 日  ◇権利変換計画認可 

  3 月  ◇除却工事着工 

  8 月  ◇建築工事着工（B-1 棟） 

平成 17 年 10 月  ◇建築工事着工（B-2 棟） 

平成 18 年 9 月 15 日  ◇B-1 棟竣工 

  12 月 20 日   ○権利変換計画認可 

  12 月   ○除却工事着工 

平成 19 年 9 月 20 日  ◇B-2 棟竣工 

平成 20 年 2 月 7 日  ◇組合解散認可 

  3 月   ○建築工事着手 

平成 22 年 10 月   ○施設建築物竣工 

平成 24 年 10 月 3 日   ○組合解散認可 

平成 25 年 11 月 22 日 ▽Ａ地区再開発協議会設立 

平成 26 年 7 月 18 日 ▽A-1、A-2 地区再開発準備組合設立 

平成 28 年度 ▽A-1 事業計画認可（予定）、A-2 組合設立認可（予定） 

▽A-1 権利変換計画認可（予定） 

平成 29 年度 ▽A-2 権利変換計画認可(予定)

▽A-1 建築工事着手（予定）、A-2 建築工事着手（予定） 

平成 30 年度 ▽A-1 施設建築物竣工（予定） 

平成 31 年度 ▽A-1 事業終了認可（予定）、A-2 施設建築物竣工（予定） 

平成 32 年度 ▽A-2 組合解散認可（予定） 
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地区の現況 旭・板屋地区第一種市街地再開発事業
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市街地再開発事業の費用便益分析手法と結果 

市街地再開発事業が実施される場合と実施されない場合の便益と費用を貨幣尺度で計測し、計測さ

れた便益と費用を比較することにより事業の評価を行う。評価に当たっては、「市街地再開発事業の費用

便益分析マニュアル案（平成 19 年度改訂版）」（監修 国土交通省 都市・地域整備局市街地整備課、

住宅局市街地建築課）に基づき費用便益分析を行った。

【便益】（実施される場合と実施されない場合の差分）
○域内便益

事業区域内の便益について、再開発ビルによる事業収益として計測する。
○域外便益

事業区域外へ波及する便益について、ヘドニックアプローチを適用し、地価変化分として計測する。

【費用】
○施設整備費

再開発ビルの整備にかかる費用。
○用地費

事業実施地区の用地をとりまとめる費用。
○共用終了時の解体撤去費

共用終了時の再開発ビルの解体・撤去にかかる費用。

・施設整備費 

・用地費 

・解体撤去費 

・域内便益 

・域外便益 

費用の計測 便益の計測 

現在価値化 

・域内便益 13,828 百万円 

・域外便益 7,517 百万円 

便 益 (B) 21,345 百万円

便益の現在価値 

・施設整備費等 16,804 百万円 

・用地費及び  

解体撤去費 1,866 百万円 

費 用 (C) 18,670 百万円

費用の現在価値 

費用便益分析 

費用便益比 (B/C) 1.14 

純現在価値 (B-C) 2,675 
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旭・板屋 A地区（A-1、A-2 地区）第一種市街地再開発事業 

（事業計画及び費用便益分析結果） 

□位置 浜松市中区旭町、板屋町地内

□地区面積 1.02 ha （A-1： 0.2ha 、 A-2： 0.82ha） 

□施行者 A-1： 旭・板屋 A-1 地区第一種市街地再開発事業個人施行者（予定） 

           A-2： 旭・板屋 A-2 地区第一種市街地再開発組合（予定）

□権利者数 土地所有者： 11人 （3人 、 8人）    借地権者： 2人 （0人 、 2人） 

□施設建築物の概要 

Ａ地区全体
Ａ地区

Ａ－１地区 Ａ－２地区

敷 地 面 積 約 4,700 ㎡ 約 1,130 ㎡ 約 3,570 ㎡ 

建 築 面 積 約 2,750 ㎡ 約 650 ㎡ 約 2,100 ㎡ 

延 床 面 積 約 51,300 ㎡ 約 9,500 ㎡ 約 41,800 ㎡ 

建 ぺ い 率 59％ 57％ 61％ 

容 積 率 749％ 742％ 749％ 

構 造  RC造 RC造

規 模 地上 17階 地上 30階

用 途 住宅（約 210戸）、ホテル

業務施設、高齢者施設、店舗

駐車場（約 280台）

ホテル、高齢者施設

業務施設、店舗

駐車場（約 50台）

住宅（約 210戸）

業務施設、店舗

駐車場（約 230台）

□総事業費 約 1９０億円

□資金計画 （単位：百万円）

収 入 支 出 

項 目 金 額 項 目 金 額 

市街地再開発事業補助金（注） 7,752 調査設計計画費 1,004 

増床負担金 12,096 土地整備費 418 

補償費 224 

工事費 17,870 

事務費 332 

 19,848  19,848 

  （注）補助金については確定しているものではない 

□費用便益分析の結果     （単位：百万円）

項 目 A 地区  

現 在 価 値 基 準 年 2015 年 (平成 27 年度)  

便

益

域内便益 13,828  

域外便益 7,517  

便益 計 …(B) 21,345  

費

用

施設整備費 16,804  

用地費及び解体撤去費 1,866  

費用 計 …(C) 18,670  

費 用 便 益 比 (B/C) 1.14  

純 現 在 価 値 (B C) 2,675  

, 


